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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第61期

第３四半期連結
累計期間

第62期
第３四半期連結
累計期間

第61期
第３四半期連結
会計期間

第62期
第３四半期連結
会計期間

第61期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    10月１日
至  平成20年
    12月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成20年
    ４月１日
至  平成21年
    ３月31日

売上高 (千円) 3,237,9442,797,079991,528 971,0774,203,807

経常損失（△） (千円) △187,696△158,319△92,087 △36,084△264,326

四半期(当期)純損失
（△）

(千円) △176,795△279,237△80,406△163,860△561,459

純資産額 (千円) ― ― 1,119,433455,973 735,205

総資産額 (千円) ― ― 2,918,5112,811,5042,228,939

１株当たり純資産額 (円) ― ― 85.61 34.87 56.23

１株当たり四半期
(当期)純損失金額
（△）

(円) △15.56 △21.36 △6.15 △12.53 △47.64

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 38.4 16.2 33.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △383,995△355,962 ― ― △393,597

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,300,054△303,231 ― ― 1,009,670

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △687,864 582,212 ― ― △716,354

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 752,390 416,294 423,919

従業員数 (名) ― ― 199 197 196

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  第61期第３四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４  第61期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

５  第62期第３四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動については、「３  関係会社の状況」に記載しております。

　

３ 【関係会社の状況】

当社の持分法適用関連会社であるペルフェクト株式会社を、平成21年10月１日付で当社の完全子会社と

し、平成21年12月１日付で吸収合併し、東京プリンティングセンター（高島平工場内）といたしました。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 197（31）

(注)  １ 従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

 ２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

 ３ 臨時従業員にはパートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数(名) 194（29）

(注)  １ 従業員数は当社から当社外への出向者を除き、当社外から当社への出向者を含む従業員であります。

 ２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員であります。

 ３ 臨時従業員にはパートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

製品制作 392,184 △5.3

印刷 540,762 △0.7

合計 932,947 △2.7

(注) １  金額は、製造原価(販売価格)によっております。
２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

製品制作 401,356 0.8 100,854 24.3

印刷 520,235 △6.4 81,912 △19.2

合計 921,592 △3.4 182,767 0.1

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門別の名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

製品制作 378,332 △4.4

印刷 538,409 2.1

商品 54,334 △20.8

合計 971,077 △2.1

(注) １  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

カルビー株式会社 ― ― 134,245 13.8

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、当第３四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであ

ります。

(1)  当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年

度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

(2)  提出会社が将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は

状況その他提出会社の経営に重要な影響を及ぼす事象

当社グループは、前連結会計年度まで３期連続して営業損失を計上し、また２期連続して営業キャッ

シュ・フローのマイナスを計上しており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存

在しております。

当社グループは前連結会計年度末に策定した事業再構築計画を現在、継続的に実施中でありますが、

当該計画は前期から続く厳しい経済環境の印刷業界において、既存の製版・印刷事業の売上高を計画

通り確保することを前提としております。また、金融機関からの借入金には財務制限条項が付されたも

のが含まれており、当該条項に抵触した場合には借入金の全額又は一部を返済しなければならなくな

る可能性があります。これらの状況から、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら

れます。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第３四半期報告書提出日において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。

　

(1)  経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策効果で一部に景気回復の兆しはみ

られるものの、企業収益や雇用情勢が停滞し、さらに経済がデフレ基調にあるなど依然として先行き不透

明な状況が続いております。

当印刷業界におきましても、個人消費の低迷や企業の広告宣伝費の抑制に加え、競争激化による受注単

価の下落により、経営環境は一層厳しさが増してきました。

このような経済環境のもと、当社グループは、着実な収益を計上してきた高品質オンデマンドPOP事業

を核とし、さらに、平成21年12月１日付で吸収合併したペルフェクト株式会社を、他社との差別化を図る

高付加価値商品を提供する東京プリンティングセンター（高島平工場内）として、新たにスタートさせ

ることで、工場一貫体制が整い、更なるワンストップサービスの拡大につなげ、収益性の向上を図りまし

た。

しかしながら、製版及び印刷を中心とした既存事業の受注及び単価の下落が進み、想定以上の苦戦を強

いられることとなりました。

この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は９億71百万円（前年同四半期比2.1％減収）となりま

した。事業内訳別では、印刷売上は５億38百万円（前年同四半期比2.1％増収）、製品売上は３億78百万円

（前年同四半期比4.4％減収）、また商品売上は54百万円（前年同四半期比20.8％減収）となりました。

損益面につきましては、経費の節減による改善効果は認められるものの、売上高は目標値を下回り、結果、

営業損失38百万円（前年同四半期比54.6％改善）、経常損失36百万円（前年同四半期比60.8％改善）、ま

た退職給付会計方針の変更による退職給付引当金繰入額を特別損失として１億19百万円を計上したた

め、第３四半期純損失１億63百万円（前年同四半期比103.8％損失増）となり当第３四半期連結会計期間

においては不本意な業績となりました。

　

(2)  財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は28億11百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億82

百万円増加しました。流動資産は16億19百万円となり、３億６百万円増加しました。その主な要因は、受取

手形の増加９百万円、売掛金の増加１億75百万円等であります。固定資産は11億92百万円となり、２億75

百万円増加しました。その主な要因は機械及び装置の増加３億97百万円等であります。

当第３四半期連結会計期間末における負債合計額は23億55百万円となり、前連結会計年度末に比べ８

億61百万円増加しました。その主な要因は短期借入金の増加74百万円、長期借入金の増加５億18百万円、

長期未払金の増加95百万円、退職給付引当金の増加86百万円等であります。

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は４億55百万円となり、前連結会計年度末に比べ２

億79百万円減少しました。その主な要因は当第３四半期連結累計期間において四半期純損失等の計上２

億79百万円であります。その結果、自己資本比率は前連結会計年度末の33.0％から16.2％となりました。
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(3)  キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、営業活動によ

るキャッシュ・フローで２億44百万円減少、投資活動によるキャッシュ・フローで３億56百万円減少、財

務活動によるキャッシュ・フローで２億86百万円増加し、それに合併による資金の増加69百万円を含め

て、４億16百万円となりました。

なお、当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおり

であります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金は２億44百万円の支出（前年同四半期は２億

31百万円の支出）となりました。

これは減価償却費43百万円及びのれん償却額4百万円の計上に、退職給付引当金の増加１億７百万円、

仕入債務の増加29百万円の資金の増加に対して、税金等調整前四半期純損失１億60百万円、持分法による

投資利益５百万円の計上に、貸倒引当金の減少６百万円、賞与引当金の減少14百万円、売上債権の増加２

億40百万円等の資金の減少によるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金は３億56百万円の支出（前年同四半期は４億

39百万円の収入）となりました。

これは主に有形固定資産の取得３億７百万円、関係会社株式の取得50百万円等による資金の減少によ

るものであります。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金は２億86百万円の収入（前年同四半期は２億

64百万円の支出）となりました。

これは長期借入金の借入による収入３億20百万円に対して、長期借入金の返済27百万円、リース債務の

返済１百万円、割賦債務の返済４百万円等の支出があったことによるものであります。
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(4)  事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(5)  研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費は３百万円であります。

　

(6)  事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は

改善するための対策

当社グループは継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況を解消するため、対応

策として、前連結会計年度末に策定した事業再構築計画を現在、以下の内容で継続的に実施中でありま

す。

・高品質オンデマンドPOP事業の更なる増収増益体制の確立

・生産部門の内部生産力の増強と外注管理体制の整備、これによる内部利益確保の体制強化

・業務のIT化推進による業務処理体制の迅速化、効率化の早期確立

また上記の施策に加えて、平成21年12月１日付で吸収合併したペルフェクト株式会社を他社との差別

化を図る高付加価値商品を提供する東京プリンティングセンター（高島平工場内）として、新たにス

タートさせました。また、これに必要な印刷機械購入のための設備資金を金融機関からの借入金により調

達いたしました。

以上により、工場一貫体制が整い、更なるワンストップサービスの拡大につなげ、収益性の改善と財務

体質の健全化を図り、継続的に安定した経営を目指します。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、当社がペルフェクト株式会社を吸収合併し、東京プリンティング

センター（高島平工場内）としたことに伴い、以下の設備を取得しました。

平成21年12月31日現在

事業所名
(所在地)

事業部門別の名
称

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数
(人)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

リース資産 その他 合計

東京プリンティン
グセンター   　(東
京都板橋区)

印刷 印刷設備 4,348419,554 ― ― ― 423,902
 
14[ -]

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２ 帳簿価額の「その他」は工具、器具及び備品であります。

３ 従業員数の［  ］は、臨時従業員数を外書しております。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

第２四半期連結会計期間において計画中であった印刷設備の購入は、平成21年11月に完了しました。

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,392,00013,392,000
大阪証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は
1,000株であります。

計 13,392,00013,392,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年12月31日 － 13,392 － 1,928,959 － 180,000

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 316,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式
12,970,000

12,970 ―

単元未満株式
普通株式
106,000

― ―

発行済株式総数 13,392,000― ―

総株主の議決権 ― 12,970 ―

　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社光陽社

大阪府大阪市中央区
谷町四丁目７番11号

316,000 － 316,000 2.36

計 ― 316,000 － 316,000 2.36

　

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 40 63 59 85 77 61 49 40 41

最低(円) 25 33 44 46 49 40 40 33 36

(注)  最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第３四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12年31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日

まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、霞が関監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 426,894 434,519

受取手形 ※４, ※６
 243,897

※４
 234,105

売掛金 681,399 505,784

商品及び製品 13,385 16,464

仕掛品 67,608 65,161

原材料及び貯蔵品 20,310 24,382

その他 184,672 59,727

貸倒引当金 △18,722 △27,494

流動資産合計 1,619,446 1,312,650

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 232,459

※１
 246,082

機械及び装置（純額） ※１, ※２, ※３
 486,040

※１
 88,393

車両運搬具（純額） ※１
 249

※１
 324

土地 244,225 244,225

リース資産（純額） ※１
 16,533

※１
 20,253

その他（純額） ※１
 20,089

※１
 21,678

有形固定資産合計 999,597 620,957

無形固定資産

のれん 70,695 83,420

その他 47,163 42,382

無形固定資産合計 117,858 125,802

投資その他の資産

投資有価証券 9,331 48,277

破産更生債権等 16,415 37,245

差入保証金 24,884 75,029

その他 39,078 41,434

貸倒引当金 △15,108 △32,458

投資その他の資産合計 74,602 169,528

固定資産合計 1,192,058 916,288

資産合計 2,811,504 2,228,939
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 287,601 310,751

買掛金 189,649 220,557

短期借入金 ※２, ※５
 171,022 96,327

リース債務 4,999 4,756

未払金 ※３
 87,750 48,155

未払法人税等 12,947 14,702

賞与引当金 13,576 30,201

その他 228,779 97,529

流動負債合計 996,326 822,981

固定負債

長期借入金 ※２, ※５
 726,437 208,303

リース債務 12,925 16,705

退職給付引当金 490,014 403,366

その他 ※３
 129,828 42,377

固定負債合計 1,359,205 670,752

負債合計 2,355,531 1,493,733

純資産の部

株主資本

資本金 1,928,959 1,928,959

資本剰余金 180,000 180,000

利益剰余金 △1,613,653 △1,334,342

自己株式 △35,101 △35,106

株主資本合計 460,204 739,509

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △4,231 △4,304

評価・換算差額等合計 △4,231 △4,304

純資産合計 455,973 735,205

負債純資産合計 2,811,504 2,228,939
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 3,237,944 2,797,079

売上原価 2,520,304 2,223,885

売上総利益 717,639 573,193

販売費及び一般管理費 ※１
 890,899

※１
 731,620

営業損失（△） △173,259 △158,426

営業外収益

受取利息 379 161

受取配当金 9,774 213

持分法による投資利益 1,941 10,646

受取賃貸料 6,412 3,174

固定資産賃貸料 － 15,529

物品売却益 7,003 －

作業くず売却益 － 3,099

その他 4,535 3,915

営業外収益合計 30,046 36,739

営業外費用

支払利息 19,612 13,723

貸与資産減価償却費 － 15,529

支払補償費 8,916 4,359

その他 15,954 3,019

営業外費用合計 44,483 36,632

経常損失（△） △187,696 △158,319

特別利益

固定資産売却益 117,775 150

投資有価証券売却益 121,589 106

貸倒引当金戻入額 4,943 11,607

賞与引当金戻入額 － 1,693

特別利益合計 244,307 13,558

特別損失

固定資産売却損 55 －

固定資産除却損 9,036 964

投資有価証券売却損 98,146 －

事業構造改善費用 115,079 3,727

退職給付引当金繰入額 － ※２
 119,757

その他 827 106

特別損失合計 223,146 124,555

税金等調整前四半期純損失（△） △166,535 △269,317

法人税、住民税及び事業税 10,260 9,920

法人税等合計 10,260 9,920

四半期純損失（△） △176,795 △279,237
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 991,528 971,077

売上原価 773,816 769,807

売上総利益 217,712 201,270

販売費及び一般管理費 ※１
 301,781

※１
 239,422

営業損失（△） △84,069 △38,152

営業外収益

受取利息 73 97

受取配当金 9 30

持分法による投資利益 1,941 5,397

受取賃貸料 1,194 1,396

固定資産賃貸料 － 15,529

物品売却益 1,254 －

作業くず売却益 － 1,458

その他 1,567 1,394

営業外収益合計 6,041 25,303

営業外費用

支払利息 3,826 6,834

貸与資産減価償却費 － 15,529

休止固定資産減価償却費 3,808 －

支払手数料 3,242 －

支払補償費 － 421

その他 3,183 450

営業外費用合計 14,059 23,235

経常損失（△） △92,087 △36,084

特別利益

固定資産売却益 34,777 －

投資有価証券売却益 － 106

貸倒引当金戻入額 799 △3,258

特別利益合計 35,577 △3,152

特別損失

固定資産除却損 － 964

事業構造改善費用 16,688 592

退職給付引当金繰入額 － ※２
 119,757

その他 3,907 －

特別損失合計 20,596 121,313

税金等調整前四半期純損失（△） △77,106 △160,550

法人税、住民税及び事業税 3,299 3,309

法人税等合計 3,299 3,309

四半期純損失（△） △80,406 △163,860
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △166,535 △269,317

減価償却費 59,792 81,027

のれん償却額 － 12,725

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,999 △26,122

賞与引当金の増減額（△は減少） △24,098 △16,624

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,249 86,648

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） △62,753 △31,056

受取利息及び受取配当金 △10,154 △375

支払利息 19,612 13,723

為替差損益（△は益） 5 3

持分法による投資損益（△は益） △1,941 △10,646

有形固定資産売却損益（△は益） △117,719 △150

有形固定資産除却損 43,567 5,378

投資有価証券売却損益（△は益） △23,442 △106

投資有価証券評価損益（△は益） 197 －

会員権売却損益（△は益） 630 106

売上債権の増減額（△は増加） 84,783 △164,266

たな卸資産の増減額（△は増加） 21,761 6,357

仕入債務の増減額（△は減少） △143,560 △54,058

その他 △41,972 40,424

小計 △362,577 △326,328

利息及び配当金の受取額 10,157 375

利息の支払額 △17,689 △13,133

法人税等の支払額 △13,886 △16,875

営業活動によるキャッシュ・フロー △383,995 △355,962

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △10,400 △300

定期預金の払戻による収入 400 300

有形固定資産の取得による支出 △109,515 △308,769

有形固定資産の売却による収入 669,304 1,688

投資有価証券の取得による支出 △4 －

投資有価証券の売却による収入 776,655 185

無形固定資産の取得による支出 △15,427 △288

関係会社株式の取得による支出 △35,000 △50,000

会員権の売却による収入 1,100 200

短期貸付けによる支出 － △300

短期貸付金の回収による収入 691 300

長期貸付金の回収による収入 550 －

差入保証金の差入による支出 △4,894 △245

差入保証金の回収による収入 26,595 54,023

その他 － △26

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,300,054 △303,231
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △270,000 －

長期借入れによる収入 － 670,000

長期借入金の返済による支出 △664,949 △77,171

社債の償還による支出 △110,000 －

株式の発行による収入 357,946 －

自己株式の取得による支出 △1,026 △94

自己株式の処分による収入 163 －

自己株式の売却による収入 － 27

リース債務の返済による支出 － △3,537

割賦債務の返済による支出 － △7,012

財務活動によるキャッシュ・フロー △687,864 582,212

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5 △3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 228,189 △76,984

現金及び現金同等物の期首残高 524,201 423,919

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 69,359

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 752,390

※
 416,294
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

当社グループは、前連結会計年度まで３期連続して営業損失を計上し、また２期連続して営業キャッ

シュ・フローのマイナスを計上しており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在

しております。

当社グループはこのような状況を解消すべく、前連結会計年度末に策定した事業再構築計画を現在、以

下の内容で継続的に実施中であります。

・高品質オンデマンドPOP事業の更なる増収増益体制の確立

・生産部門の内部生産力の増強と外注管理体制の整備、これによる内部利益確保の体制強化

・業務のIT化推進による業務処理体制の迅速化、効率化の早期確立

また上記の施策に加えて、平成21年12月１日付で吸収合併したペルフェクト株式会社を、他社との差別

化を図る高付加価値商品を提供する東京プリンティングセンター（高島平工場内）として、新たにス

タートさせました。また、これに必要な印刷機械購入のための設備資金を金融機関からの借入金により調

達いたしました。これにより、工場一貫体制が整い、更なるワンストップサービスの拡大につなげ、収益性

の改善と財務体質の健全化を図り、継続的に安定した経営を目指します。

しかしながら、当該計画は前期から続く厳しい経済環境の印刷業界において、既存の製版・印刷事業の

売上高を計画通り確保することを前提としております。また、金融機関からの借入金には財務制限条項が

付されたものが含まれており、当該条項に抵触した場合には借入金の全額又は一部を返済しなければな

らなくなる可能性があります。これらの状況から、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められます。

なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確

実性の影響を四半期連結財務諸表に反映させておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社光陽社(E00711)

四半期報告書

19/34



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

項目
当第３四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

１  持分法の適用に関する事項の変更   関連会社

  持分法適用関連会社であるペルフェクト株式会社を平成21年10月1

日付で当社の完全子会社とし、平成21年12月１日付で吸収合併しまし

た。これに伴い平成21年12月1日より、ペルフェクト株式会社を持分法

の適用範囲から除外しております。

２  会計処理基準に関する事項の変更 （退職給付会計処理の変更）

  当社及び連結子会社の退職給付制度は、従来、退職一時金制度と適格

退職年金制度でありましたが、平成21年11月1日付で適格退職年金制度

を廃止し、退職一時金制度のみとなった結果、退職給付債務が相当額減

少したこと及び今後も従業員数が300人を大幅に下回った状態で推移

する見込みであることから、退職給付債務の計算方法を従来の原則法

から簡便法に変更しております。

  この変更により、従来の方法に比べて営業損失及び経常損失は5,509

千円減少しておりますが、一方で自己都合退職金要支給額との差額

93,570千円を特別損失に計上したことから、税金等調整前四半期純損

失は88,061千円増加しております。

  なお、会計処理の変更は、平成21年11月1日に適格退職年金制度を廃

止したことに伴うものであるため、制度変更までは従来の方法によっ

ており、簡便法を適用した場合と比べ営業損失、経常損失は19,282千円

多く計上されておりますが、税金等調整前四半期純損失への影響はあ

りません。 

 

　

【表示方法の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「物品売却益」として掲記したものは、表示をより適切にする

ため、当第３四半期連結累計期間では「作業くず売却益」として掲記しております。
 

　

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結会計期間において、営業外収益の「物品売却益」として掲記したものは、表示をより適切にする

ため、当第３四半期連結会計期間では「作業くず売却益」として掲記しております。
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【簡便な会計処理】

　

項目
当第３四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

１  棚卸資産の評価方法 棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものにつ

いてのみ正味売却価額を見積もり、簿価切下げを行う方法によってお

ります。

２  固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日）

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

退職給付引当金

  当社及び連結子会社の退職給付制度は、従来、退職一時金制度と適格退職年金制度でありましたが、平成21年11

月1日付で適格退職年金制度を廃止しました。「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準委員

会  平成14年1月31日  企業会計基準適用指針第1号）を適用した結果、特別損失を26,186千円計上しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額は1,191,397千円

であります。

 

※２  担保資産及び担保付債務

担保に供されている資産について、事業の運営に
おいて重要なものであり、かつ、前連結会計年度の
末日に比べて著しい変動が認められるものは次の
とおりであります。

機械及び装置        286,875千円  

担保付対応債務

短期借入金           25,200千円

長期借入金          294,800千円

合計                320,000千円
 

※３  割賦払いによる所有権留保資産

割賦払いの方法により取得した所有権留保資産及

び未払金残高は次のとおりであります。

（１）所有権留保資産

機械及び装置        132,679千円

（２）割賦払い未払残高
流動負債
「未払金」           17,617千円
固定負債
「その他」          105,194千円

合計                122,811千円
 
※４  受取手形割引高は65,082千円であります。
 
※５  財務制限条項等

当社の借入金の内、株式会社日本政策金融公庫か
らの借入金487,040千円（短期借入金51,120千円、
長期借入金435,920千円）には財務制限条項が付
されており、下記のいずれかに該当した場合には
日本政策金融公庫に対し該当する借入金額を全額
又は一部返済することがあります。
（条項）
・当社の純資産額が事業年度末に591,200千円以
下となったとき。
・日本政策金融公庫に書面による事前承認なし
に、当社が第三者に対して貸付け、出資、保証を
行ったとき。

 

※６  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、満期日に決済が行われたものとして処理

しております。

  なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機

関の休日であったため、次の四半期連結会計期間

満期手形が、四半期連結会計期間末残高から除か

れております。

受取手形    247千円

 

※１  有形固定資産の減価償却累計額は1,132,157千円

であります。

 

※２　　　　　　―――――――                  

 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

※３　　　　　　―――――――

 

 

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
※４  受取手形割引高は190,330千円であります。
 

※５　　　　　　―――――――

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

※６　　　　　　―――――――
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

従業員給料手当 420,906千円

役員報酬 23,280千円

福利厚生費 79,884千円

退職給付引当金繰入額 29,184千円

賞与引当金繰入額 12,122千円

減価償却費 7,562千円

 
 

※２　　　　　　―――――――
 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

従業員給料手当 338,694千円

役員報酬 35,072千円

福利厚生費 68,268千円

退職給付引当金繰入額 26,303千円

賞与引当金繰入額 6,827千円

減価償却費 9,844千円

のれん償却額 12,725千円

 
※２  特別損失に掲記されている退職給付引当金繰入額

の内訳は以下のとおりであります。

退職給付制度終了損 26,186千円

退職給付債務の計算方法の変更に
よる影響額

93,570千円

合計 119,757千円

 

　

第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

従業員給料手当 145,432千円

役員報酬 8,460千円

福利厚生費 26,857千円

退職給付引当金繰入額 11,542千円

賞与引当金繰入額 12,122千円

減価償却費 2,807千円

　
　

　

※２　　　　　　―――――――

 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

従業員給料手当 111,275千円

役員報酬 11,912千円

福利厚生費 20,642千円

退職給付引当金繰入額 6,456千円

賞与引当金繰入額 6,827千円

減価償却費 3,269千円

のれん償却額 4,241千円

 

※２  特別損失に掲記されている退職給付引当金繰入額

の内訳は以下のとおりであります。

退職給付制度終了損 26,186千円

退職給付債務の計算方法の変更に
よる影響額

93,570千円

合計 119,757千円

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 762,990千円

預入期間が３か月超の定期預金 △10,600千円

現金及び現金同等物 752,390千円

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 426,894千円

預入期間が３か月超の定期預金 △10,600千円

現金及び現金同等物 416,294千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日

 至  平成21年12月31日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 13,392,000

　

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 317,266

　

　

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

当社グループは印刷に係る写真製版並びに関連製品を製造販売しており、これらの事業は単一事業で

あるため、該当事項はありません。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

当社グループは印刷に係る写真製版並びに関連製品を製造販売しており、これらの事業は単一事業で

あるため、該当事項はありません。

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

当社グループは印刷に係る写真製版並びに関連製品を製造販売しており、これらの事業は単一事業で

あるため、該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

当社グループは印刷に係る写真製版並びに関連製品を製造販売しており、これらの事業は単一事業で

あるため、該当事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、記載

を省略しております。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、記載

を省略しております。

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、記載

を省略しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合がいずれも90％超であるため、記載

を省略しております。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)

海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日)

海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

海外売上高は連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。
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(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

パーチェス法の適用

1. 被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式

並びに結合後の名称及び取得した議決権比率

(1)被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称  ペルフェクト株式会社

事業の内容        印刷

(2)企業結合を行った主な理由

印刷事業の強化・拡大を重点戦略としており、以下の効果があると判断したため。

① 印刷外注費を抑制して印刷内部利益を拡大し、収益性を高める。

② 営業部門が現地誘導できるまでの積極的な営業活動を図り、受注を拡大する。

③ 工場一貫体制により業績が好調なオンデマンドPOP事業拡大に対応する。

④ 新たな印刷技術を導入して、差別化できる印刷製品を生産するための製造ラインを確保する。

(3)企業結合日

平成21年12月１日

(4)企業結合の法的形式並びに結合後企業の名称

企業結合の法的形式  簡易吸収合併

結合後企業の名称    株式会社光陽社

(5)取得した議決権比率

ペルフェクト株式会社は、合併期日時点で当社の完全子会社であるため、新たな議決権の取得はあ

りません。

2. 四半期会計期間及び四半期累計期間に係る四半期損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平21年12月１日から平成21年12月31日まで

3. 被取得企業の取得原価及びその内訳

取得原価          ペルフェクト株式会社の普通株式  85,000千円

上記の取得原価は、従来より保有している41.18％分と平成21年10月１日に取得した株式58.82％

分の合計であります。なお、平成21年10月１日の株式取得と平成21年12月１日の合併を一体の取引と

捉え、合併期日を企業結合日として会計処理を行っております。

4. 株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数及びその評価額

被取得企業は100％子会社であるため、合併比率の算定は行っておりません。また、本合併による新株

式の発行、資本金の増加及び合併交付金の支払はありません。

5. 発生した負ののれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1)発生した負ののれんの金額

14,588千円

(2)発生原因

企業結合時の純資産額が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれんとして認識しておりま

す。

(3)償却方法及び償却期間

当四半期会計期間にて一括償却

6. 企業結合日に受入れた資産及び引受けた負債の額並びにその内訳

流動資産          104,437千円
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固定資産           33,953千円

資産合計          138,390千円

流動負債           33,303千円

固定負債            5,499千円

負債合計           38,802千円

7. 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当四半期連結累計期間に係る四

半期連結損益計算書に及ぼす影響の概算額

売上高            109,774千円

経常利益            7,497千円

四半期純利益        7,497千円

なお、影響の概算額については監査証明を受けておりません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 34.87 円
　

　 　

　 56.23 円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期
連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 455,973 735,205

普通株式に係る純資産額(千円) 455,973 735,205

普通株式の発行済株式数(千株) 13,392 13,392

普通株式の自己株式数(千株) 317 316

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株) 13,074 13,075

　

２  １株当たり四半期純損失金額（△）及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △15.56円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純損失金額（△） △21.36円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

(注)  １  前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 ２  当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 ３  １株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）
(千円)

△176,795 △279,237

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △176,795 △279,237

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 11,362 13,075
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第３四半期連結会計期間

　
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △6.15円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純損失金額（△） △12.53円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

(注)  １  前第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 ２  当第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 ３  １株当たり四半期純損失金額（△）の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）
(千円)

△80,406 △163,860

普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △80,406 △163,860

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 13,076 13,074

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月12日

株式会社  光陽社

取締役会  御中

　

霞が関監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    森  田        義    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    笹  川    敏  幸    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社光陽社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成

20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月

31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社光陽社及び連結子会社の平成20年12

月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営

成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

１  継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前連結会計年度まで２期連続して営業

損失を計上した。また、当第３四半期連結累計期間においても営業損失を計上しており、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営者の対応等は当該注記に記載されている。四半期連結

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には

反映していない。

２  重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年２月４日開催の取締役会において、株式会社

帆風の事業の一部を譲受けることを決議し、同日事業譲渡契約を締結した。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月12日

株式会社  光陽社

取締役会  御中

　

霞 が 関 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    森  田        義      印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    笹  川    敏  幸      印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社光陽社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対

して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に

公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続によ

り行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社光陽社及び連結子会社の平成21

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
追記情報

１ 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前連結会計年度において３期連続して営業損失を

計上し、また、２期連続して営業キャッシュ・フローのマイナスを計上しており、継続企業の前提に関する

重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では、継続企業の前提に関する重要な不確実性

が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に

記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、当該重要な不確実性の影響

は四半期連結財務諸表に反映されていない。

２ 四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社は退職給付債務の計

算方法を原則法から簡便法に変更している。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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